
「水防災意識社会再構築ビジョン」に基づく
鬼怒川・小貝川下流域の減災に係る取組方針

（案）

平成２８年５月１１日

鬼怒川・小貝川下流域大規模氾濫に関する減災対策協議会
結城市、龍ケ崎市、下妻市、常総市、取手市、つくば市、守谷市、筑西市、
つくばみらい市、八千代町、茨城県、気象庁、国土地理院、国土交通省関東地方整備局

資料－３（参考資料）



４．鬼怒川緊急対策プロジェクト

ハード対策とソフト対策が一体となった緊急的な治水対策を
実施している『鬼怒川緊急対策プロジェクト』の概要を記載

１．はじめに
協議会設立の背景等を記載

２．本協議会の構成員

鬼怒川・小貝川下流域に関係する１０市町、茨城県、気象庁、
国土地理院、関東地方整備局の構成員を記載

３．鬼怒川・小貝川の概要と主な課題

河川の特徴、昭和６１年の災害、平成２７年の災害および主
な課題を記載
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●課題
・ホームページの情報は、高齢者など一部の住民には伝わっていない。

・文字情報や水位などの数値情報だけの伝達では、切迫感をもって伝わらず、避難行動に
活かされていない。
・風雨などの騒音等により聞き取りが困難となることが懸念される。

５．現状の取組状況

○現状
・水位等の情報をホームページなどにより伝達している。
・避難情報を防災無線、広報車などにより伝達している。

水位情報の提供

風雨などの騒音

① 情報伝達等に関する事項
『想定される浸水リスクの周知』 『洪水時における河川水位等の情報提供等の内容につい
て』 『避難勧告等の発令について』 『避難場所、避難経路について』 『住民等への情報
伝達の方法について』 『避難誘導体制について』
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●課題

・水防団員が減少・高齢化等している中でそれぞれの受け持ち区間全てを回りきれないこ
とや、定時巡回ができない状況にある。

・水防活動を担う水防団員（消防団員）は、水防活動に関する専門的な知見等を習得する
機会が少なく、的確な水防活動ができないことが懸念される。

５．現状の取組状況
②水防に関する事項
『河川水位等に係る情報の提供について』 『水防活動の実施体制について』 『水防資機材
の整備状況について』 『自治体庁舎、災害拠点病院等の水害時における対応について』

○現状
・河川巡視等の水防活動を行う水防団（消防団）が避難誘導等の任務も担っている。

水防活動（土のう積み）

水防活動（月の輪）
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●課題

・樋門等の管理主体が不明確な施設がある。また、排水施設等に係る情報が関係者間で
共有されていない。

・決壊を伴う大規模氾濫時等における排水機場、水門、樋門等の操作に関わる情報が関
係機関に共有されていない。

５．現状の取組状況
③氾濫水の排水、施設運用等に関する事項
『排水施設、排水資機材の操作・運用について』 『ダム等の危機管理型の運用について』

○現状
・出水時の樋門等の操作は、操作規則を定めて開閉等を実施している。

・排水ポンプ車や照明車等の災害対策車両・機器は平常時から定期的な保守点検を行う
とともに、機材を扱う職員等への教育体制も確保し、常時、災害発生に対応した出動体制
を確保している。

排水樋管 排水ポンプ車
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●課題
・平成27年9月洪水と同規模の洪水で計画高水位を超え、越水等により被害が発生する恐
れがある。

５．現状の取組状況
④河川管理施設の整備に関する事項
『堤防等河川管理施設の現状の整備状況』

○現状
・計画に対し堤防断面や河道断面が不足している区間の整備を行ってきている。

堤防整備状況→
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■平成３２年までの今後５年間で達成すべき目標

鬼怒川・小貝川の大規模水害に対し、
「逃げ遅れゼロ」、「社会経済被害の最小化」を目指す

■上記目標達成に向けた３本柱の取組
上記目標達成に向け、洪水を河川内で安全に流すハード対策に加え、鬼怒川や小貝川に

おいて以下の３本柱の取組を実施する。

１．逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組
２．洪水氾濫による被害の軽減、避難時間の確保のための水防活動
の取組

３．一刻も早い生活再建及び社会経済活動の回復を可能とするため
の排水活動の取組

※大規模水害・・・・・想定し得る最大規模の降雨に伴う洪水氾濫による被害
※逃げ遅れ・・・・・立ち退き避難が必要なエリアからの避難が遅れ孤立した状態
※社会経済被害の最小化・・・・・大規模水害による社会経済被害を軽減し、早期に再開できる状態

６．減災のための目標
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７．概ね５年で実施する取組
１）ハード対策の主な取組
■洪水を河川内で安全に流す対策 ■危機管理型ハード対策 ■避難行動、水防活動、排水活動に資する基盤等の整備

２）ソフト対策の主な取組

①逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動の
ための取組
■広域避難を考慮したハザードマップの作成・周知等

・想定最大規模降雨による洪水浸水想定区域図、氾濫シミュレー
ション（鬼怒川・小貝川・八間堀川）の公表
・広域避難計画の策定
・広域避難を考慮したハザードマップの作成・周知
・まるごとまちごとハザードマップ整備・拡充
・要配慮者利用施設の避難計画の作成及び訓練の促進

・ハザードマップポータルサイトを活用した周知サポート、地図情報
の活用

■避難勧告の発令に着目したタイムラインの作成
・避難勧告の発令に着目したタイムラインの作成
・タイムラインに基づく首長等も参加した実践的な訓練

・気象情報発信時の「危険度の色分け」や「警報級の現象」等の改
善（水害時の情報入手のし易さをサポート）

■防災教育や防災知識の普及
・水災害の事前準備に関する問い合わせ窓口の設置
・水防災に関する説明会の開催
・教員を対象とした講習会の実施
・小学生を対象とした防災教育の実施
・出前講座等を活用した講習会の実施
・プッシュ型の洪水予報等の情報発信
・水位計やライブカメラの情報をリアルタイムで提供

②洪水氾濫による被害の軽減、避難時間の確保のため
の水防活動の取組
■より効果的な水防活動の実施及び水防体制の強化
・水防団等への連絡体制の再確認と伝達訓練の実施
・水防団同士の連絡体制の確保

・水防団や地域住民が参加する洪水に対しリスクが高い区間の共同
点検
・関係機関が連携した実働水防訓練の実施
・水防活動の担い手となる水防協力団体の募集・指定を促進
・地域の建設業者による水防支援体制の検討・構築

③一刻も早い生活再建及び社会経済活動の回復を可
能とするための排水活動の取組
■緊急排水計画（案）の作成及び排水訓練の実施

・排水機場・樋門・水門等の情報共有、浸水区域内の自然勾配を踏
まえた排水の検討等を行い、大規模水害を想定した緊急排水計画
（案）を作成
・緊急排水計画（案）に基づく排水訓練の実施
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洪水を河川内で安全に流す対策＜鬼怒川・八間堀川＞

○ 「鬼怒川緊急対策プロジェクト」において、『平成32年度完成』を目指して堤防等を整備。
◇鬼怒川
・ 決壊箇所の堤防整備は6月末までの完成を目指し整備。
・ 溢水箇所の堤防整備は先行して着手し、下流への影響を考慮しながら段階的に整備。
・ 漏水箇所の堤防整備は災害復旧事業により平成28年度末までに整備。
・ その他の堤防整備、河道掘削などは基本的に下流から実施。

（大形橋※から下流のブロックは平成30年度末まで、上流のブロックは平成32年度末までの完成を予定）

◇八間堀川
・ 堤防整備及び河道拡幅を平成29年度までに実施。
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危機管理型ハード対策＜小貝川＞

○ 堤防における『天端の保護』 『裏法尻の補強』の実施【Ｈ２９年度、Ｈ３０年度：関東地整】
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避難行動、水防活動等に資する基盤等の整備

○各自治体ごとの避難行動、水防活動を支援する
簡易水位計や量水標、CCTVカメラの設置

○迅速な水防活動を支援するための新技術を
活用した水防資機材等の配備と訓練

○避難行動を支援する防災行政無線の改良、
防災ラジオ等の配布

・水のう等の配備、および、水防演習等を活用し、水のう
等の活用訓練の実施
【Ｈ２８年度から順次実施：５市町、茨城県、関東地整】

•各自治体ごとの洪水に対しリスクが高い区間の水位情
報をリアルタイムで各自治体へ伝送する体制の整備

【Ｈ２８年度から順次実施：関東地整】

•上記の水位情報を水防団へ迅速に提供する仕組みの
構築 【Ｈ２８年度から順次実施：１０市町】

•上記区間を対象としたCCTVカメラの設置（Ｈ２８年度に１
０台） 【Ｈ２８年度から順次実施：関東地整】

・【Ｈ２８年度から順次実施：１０市町】

短時間に広範囲に設
置出来る“水のう“

例
下妻市防災ラジオ

ＣＣＴＶ
カメラ

簡易水位計

各自治体

水防団
洪水リスクの
高い区間 １０



鬼怒川左岸20.25km
のマークをクリックすると

○ 想定最大規模降雨による洪水浸水想定区域図、氾濫シミュレーションの公表
鬼怒川、小貝川【Ｈ２８年度：関東地整】 八間堀川【Ｈ２９年度：茨城県】

○ 広域避難計画の策定【Ｈ２９年度：協議会全体】
○ 広域避難を考慮したハザードマップの作成・周知【Ｈ３０年度から順次実施：１０市町】

広域避難計画の策定
ハザードマップの作成

想定最大規模降雨による洪水浸水想定区域図
鬼怒川・想定決壊地点別の氾濫シミュレーション

広域避難を考慮したハザードマップの作成・ 周知等

■市外の避難所
例
つくば市
○○交流センター

■市街の避難所
例
つくばみらい市
○○小学校

広域避難のイメージ

浸水エリア内に避難所が設定さ
れていたため、浸水が浅い避難
所以外は利用できなかった。
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○ 避難勧告の発令に着目したタイムラインの作成【Ｈ２８年５月：１０市町】

○ タイムラインに基づく首長等も参加した実践的な訓練
【Ｈ２８年度から定期的に実施：協議会全体】

○ 気象情報発信時の「危険度の色分け」や「警報級の現象」等の改善（水害時の情報入手
のし易さをサポート）【Ｈ２９年度から順次実施：気象庁】

避難勧告の発令に着目したタイムラインの作成

警報等を解説・見える化する

危険度を色分けした時系列
今日 明日

9時 12時 15時 18時 21時 00時 03時 06時 09時

大雨

雨量（mm） 10 30 50 80 50 30

（浸水害）

（土砂災害）

洪水

風
陸上（m/s） 15 20 20 25 20 20 15 12 12

海上（m/s） 20 25 25 30 25 25 20 15 15

メッシュ情報
高

危
険
度

低

危険度の高まるタイミングやエリアを確認

気象庁が提供する積極的かつ
わかりやすい気象情報等の活用

←タイムラインイメージ

5月末までにタイムライ
ンを作成し、今年度以降
の出水・訓練等において
見直しを行っていくこと
で、より実践的なタイム
ラインを構築していく。

タイムラインを運用す
る際、水位・気象等の基
礎的な情報を踏まえた情
報発信を行うことになる
ため、判断しやすい情報
の提供が重要となる。

強い関係性

洪水注意報・
警報の情報を補
足する情報とし
ての視覚的な
メッシュ情報を
提供

１２

３日前 ○台風予報
○テレビ、ラジオ、インターネット等による
気象警報等の確認

○台風に関する気象情報(随時)
○施設(水門、樋管、排水機場等)の点

検・操作確認

○ハザードマップ等による避難所、避難

ルートの確認

○災害対策用資機材、復旧資機材等の
確認、確保

○防災グッズの準備
○災害、避難カードの確認

○上流ダムの事前放流通知受信、確認 ○自宅保全

２日前 ◇大雨注意報・洪水注意報
【第一次防災体制】
防災体制の準備を行う

○テレビ、インターネット、携帯メール等に
よる大雨や河川状況を確認

○台風に関する今後の見通し
○防災気象情報の確認と防災体制の構築

の検討

１日前 ◇大雨警報・洪水警報 ○上流ダムの放流通知受信、確認
【第二次防災体制】
防災体制を構築する

○防災体制の構築及び上位防災体制の検

討
○防災気象情報等の監視、河川水位を把握

する連絡要員の配置
○管理・操作委託されている樋管等の担当
者に、注意喚起を行う

はん濫注意水位到達の
恐れ 水防警報(待機)

○区間を担当する水防団に対し「待機」を指
示する

半日前
水防団待機水位到達
○○水位観測所(水位○.
○○ｍ)

水防警報(準備)
○区間を担当する水防団に対し「準備」を指
示する

○水門、樋管、排水機場等の操作 ○避難所の開設を検討する

○応援体制の確認、要請(防災エキス
パート等)

はん濫注意水位到達
○○水位観測所(水位○.
○○ｍ)

洪水予報(はん濫
注意情報)発表

○防災体制を強化し、避難準備情報の発令
を判断できる体制をとる

○テレビ、インターネット等による洪水予
報の確認

水防警報(出動)
○避難が必要な状況が夜間・早朝の場合

は、避難準備情報の発令判断

○出水時点検(巡視)
○ＣＣＴＶによる監視強化

○区間を担当する水防団に対し「出動」を指
示する

○漏水・浸食情報提供
○水防警報(情報・指示)

○水防団活動状況を把握し必要に応じ河川
事務所へ必要な措置を求める

○必要に応じ河川事務所長へ助言、リエゾ
ンを要請する

◇大雨特別警報(緊急速報メール)
◇暴風警報

○危険箇所の水位監視
○要配慮者施設に洪水予報(はん濫注意情
報)を伝達する
○管理・操作委託されている樋管等の操作
を行う

-5h
避難判断水位到達
○○水位観測所(水位○.
○○ｍ)

洪水予報(はん濫
警戒情報)発表

【第三次防災体制】
防災体制をさらに強化する

避難に対する準
備行動

○危険箇所の水位監視
○ＣＣＴＶによる監視強化

○首長もしくは代理者が登庁し、避難勧告
等を発令できる体制をとる

○テレビ、インターネット等による洪水予
報の確認

○ホットライン

○リエゾンの派遣

○ホットラインにより河川事務所長へ助言、

リエゾンを要請する

避難準備情報の対象区域を検討する

（夜間・早朝に避難が必要な場合は、状況

に応じた避難勧告等の発令判断）

○避難準備情報
を発令する

○防災無線、携帯メール等による避難準
備情報の受信

○10分毎の河川水位、防災気象情報等の
監視を強化する

避難準備、避難に支援が必要な人等
は早期に避難を開始

○漏水・浸食情報提供
○水防警報(情報・指示)

○水防団活動状況を把握し必要に応じ河川
事務所へ必要な措置を求める
○ホットラインにより洪水の切迫性について

確認する
○要配慮者施設に洪水予報(はん濫警戒情

報)を伝達する
○職員の派遣等避難所の開設を指示する

-3h
はん濫危険水位到達
○○水位観測所(水位○.
○○ｍ)

洪水予報(はん濫
危険情報)発表

【第四次防災体制】
防災体制をさらに強化する 避難行動

○危険箇所の水位監視

○ＣＣＴＶによる監視強化

○予め定められた防災対応の全職員が体

制に入る

○テレビ、インターネット等による洪水予

報の確認

○ホットライン
○ホットラインにより河川事務所長へ助言を

要請する
避難勧告の対象区域を検討する

○避難勧告又は避難
指示を発令する

○防災無線、携帯メール等による避難勧
告、避難指示の受信

○要配慮者施設に洪水予報(はん濫危険情

報)を伝達する 避難開始
○漏水・浸食情報提供
○水防警報(情報・指示)

○水防団活動状況を把握し必要に応じ河川
事務所へ必要な措置を求める

○災害対策機械等の派遣
○リエゾンを通じ、河川事務所に災害対策

機械等の支援を要請する

堤防天端に水位が到
達又は到達する恐れ
がある場合

洪水予報(はん濫
危険情報)

○要配慮者施設に洪水予報(はん濫危険情
報)を伝達する 避難完了

○ホットライン
○氾濫想定結果等を確認し、避難指示を発

令する

堤防の決壊等による氾
濫が発生した場合

洪水予報(はん濫
発生情報)

○住民に対し、堤防決壊等の状況を周知す

る

0h ○ホットライン
○氾濫想定結果等を確認し、必要に応じ知
事へ災害派遣要請を行う

○被害状況の把握
○今後の氾濫予測

○広域支援・連携の要請

○現地対策本部の設置
○復旧対策の検討

※「避難勧告等の判断伝達マニュアル作成ガイドライン(平成27年8月内閣府(防災担当)」を参考に記載しています。各項目については、各市町村の地域防災計画等に基づき見直しが必要です。
※気象・水象情報に関する発表等のタイミングについては、地域・事象によって異なります。

台風による洪水を対象とした、鬼怒川(小貝川)・○○市(町)の
避難勧告発令等に着目したタイムライン(防災行動計画)の作成イメージ

気象・水象情報 下館河川事務所 ○○市(町) 住民等

避難準備
の発令

避難勧告・
指示の発令



＜住民向け＞
○ 水災害への事前準備に関する“問い合わせ窓口”を設置

【Ｈ２８年６月から順次実施：協議会全体】
○ 水防災に関する説明会を開催・・・常総市の自治区長への説明会を皮切りに開催

【本格的な台風時期を迎える前のＨ２８年８月まで：１０市町】
＜小学生向け＞
○学校教育現場における水防活動の体験等の水防災教育・訓練を実施

【Ｈ２８年度：協議会全１０市町で１校を先行実施】
【Ｈ３２年度まで：浸水区域内にある全小学校で実施】

「水害がおこったときに気をつけること」

住民説明会

住民向け 小学生向け

出前講座

防災教育や防災知識の普及

水防活動の体験
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○ 水防団等への連絡体制の再確認と伝達訓練の実施
【Ｈ２８年度から定期的に実施：１０市町】

○ 水防団同士の連絡体制の確保【Ｈ２８年度から定期的に実施：１０市町】
○ 水防団や地域住民が参加する洪水に対しリスクが高い区間の共同点検

【Ｈ２８年度から定期的に実施：関東地整、１０市町】
○ 関係機関が連携した実働水防訓練の実施【引き続き定期的に実施：関東地整、１０市町】
○ 水防活動の担い手となる水防協力団体の募集・指定を促進【引き続き実施：１０市町】

○ 地域の建設業者による水防支援体制の検討・構築【Ｈ２９年度から順次実施：１０市町】

より効果的な水防活動の実施及び水防体制の強化

実働水防訓練の実施

水防団、住民との共同点検の実施（イメージ）

建設業者による水防支援
（イメージ） １４



○ 排水機場・樋門・水門等の情報共有、浸水区域内の自然勾配を踏まえた排水の検討等を
行い、大規模水害を想定した緊急排水計画（案）を作成

【Ｈ２８年度から順次実施：協議会全体】
○ 緊急排水計画（案）に基づく排水訓練の実施【Ｈ２８年度から順次実施：協議会全体】

緊急排水計画（案）の作成及び排水訓練の実施

9月11日撮影の斜め写真

破堤箇所

9月11日

9月13日

9月14日

9月15日

9月16日

斜め写真による推定浸水範囲の抽出

国土地理院が提供する地理空間情報等の活用

ポンプ車の的確な設置場所・ルート、必要な排水量（台
数）、浸水エリア等の基礎的情報の入手方法を事前に計画
し、緊急時の早急な対応を可能にする

排水ポンプ車

稼働状況排水状況
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８．フォローアップ

各構成機関の取組については、必要に応じて、防災業務計画や地域防災計画、河川整
備計画等に反映するなどによって責任を明確にし、組織的、計画的、継続的に取り組むこ
ととする。

原則、本協議会を毎年出水期前に開催し、取組の進捗状況を確認し、必要に応じて取組
方針を見直すこととする。また、実施した取組についても訓練等を通じて習熟、改善を図る
等、継続的なフォローアップを行うこととする。

なお、本協議会は、全国に先駆けて取組方針をまとめており、今後、全国で作成される他
の取組方針の内容や技術開発の動向等を収集したうえで、平成３０年度を目処に、その時
点までの取組状況を踏まえ、取組方針を見直すこととする。
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